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はじめに
　ノウハウは、現代のさまざまな産業において重要な機能をはたしている。
このことはフランチャイズ・システムにおいても変わりはない。しかし、そ
れにもかかわらず、ノウハウというものは漠とした存在であって、その内容
を明確に表現することが難しい。フランチャイズ・システムにおいては特に
その感が強く、何をもってノウハウといっているのかは論者の文脈ごとに異
なるところがあって、その本質をどのようにとらえるかにはっかみ難いとこ
ろがある。
　本稿においては、フランチャイズ・システムにおけるノウハウの意味にっ
いて考えてみたい。
一　ノウハウの定義問題
1　ノウハウの一般的な定義
　本稿のテーマを扱うには、その前提として、ノウハウの一般的な意味を明
らかにしておく必要がある。ノウハウという言葉は、もともとアメリカで生
まれ、工業関係で使われ始めた用語であるが、やがて商業・金融・サービス
等の産業にまで広がっていったものである。このような経緯のためか、ノウ
ハウの定義は、文献ごとに若干ずっ異なる説明がなされており、いまなお確
立されていない状況にある。ここで、この問題に深入りすることはできない
が、わが国における代表的な定義を引用しながら、フランチャイジングにお
ける使用法と対比してみたい。
　ノウハウの意味にっき、紋谷教授は、「それは物品の製造、処理、加工、
使用、保存方法等に関する知識、経験または設計図等を指称する。しかし、
不正競争防止法の目的に立脚する場合には（パリ条約10条の2参照）、更に、
原材料等の入手、融資、製品販売等に関する種々の情報・知見等も含め、広
く企業秘密一般の意味に解するのが妥当である」といわれる（1）。この定義は、
一72一
フランチャイズ・システムとノウハウ
ノウハウを狭義と広義に分けて説明するものであり、狭義の場合は、その内
容が相当に具体化されていて、いかにも私法上の権利として保護されそうな
実体を有している。これに対し広義の場合は、その対象が広がり、企業秘密
と同じ意味に解するといわれる。しかし、他の学説をみると、この点はさら
に広く理解する見解に出くわすのであって、例えば、小野博士はr秘密性の
ない技術の集積に、ノウハウという用語が用いられる」といわれる（2）。ちな
みに、フランチャイズ・システムにおいてノウハウという場合は、r物品」
の製造等に限らないし、r企業秘密」のない場合にもノウハウということが
あるのであって、これらの点については後述する。
　吉藤氏は、ノウハウの定義としてr産業上実際に利用することができる技
術的思想の創作又はこれを実施するのに必要な具体的な技術的知識・資料
（技術情報）・経験であって、これを創作・開発・作製又は体得した者（その
者から伝授を受けた者を含む）が現に秘密にしているものをいう。なお、ノ
ウハウは広義には商業的・金融的なものを含み、いわゆる営業秘密（trade
secret）と同じ意味で用いられることも多い」とされる（3〉。この定義は完成
度の高いものであるが、秘密性に関しては上記と同様のことを指摘すること
ができる。
　そこで、より広い範囲を対象にしてノウハウの定義を設定する見解の代表
例として光石博士の文章をかかげる。同博士は「ノウハウとは、広義には秘
密の技術およびその方式を包合するのは勿論のこと（中略）、企業体が長年
にわたる研究の結果達成した実際的な方法、技術上の知識の蓄積である」と
いわれる（4〉。この定義はノウハウの意味を大変に広くとらえるものであり、
フランチャイジング等におけるある種の実態に合致する。しかし、ここまで
大きく広げてくると、今度は、r実際的な方法、技術上の知識」とはどの程
度のものまで含んで言っているのかが問題になる。この点については、もう
少し立ち入って特質を抽出することにより、コンセプトを明確にすることが
できないものなのかという感をいだく人々も多いと思われる（5）。
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2　フランチャイジングにおけるノウハウ
　このようにノウハウの定義については分かり難い点が多いのであるが、フ
ランチャイジングに則してノウハウの定義を下した文献もないではない。と
はいっても、明確に書かれた文献は少ないので、若干のものを紹介するに止
まる。
　ヨーロッパ・フランチャイズ連盟（The　European　Franchise　Federa－
tion）は倫理綱領（：European　Code　of　Ethies　for　Franchising）を制定
したが、そこに付せられた注にノウハウの定義が出てくる。これによると、
「ノウハウとは、フランチャイザーの経験とテストによって得られた実務的
な情報の集合であり、秘密性があり、実質的な内容を持ち・特定できるもの
を意味する。但し、特許権は除く」とされている。ちなみにこの定義にはさ
らにコメントが付されており、秘密性とは、一般的に知られていないが、簡
単にアクセスできないもののことをいい、実質的な内容をもっとは、販売活
動等に重要で有要なものであることを意味し、特定性にっいては、原則とし
てフランチャイズ契約書又はその他の書面に記述できるものでなければなら
ないとされている。
　学説では、アダムス＝ジョンズの著書に、rノウハウとは、高度に専門化
された生産機構によって獲得された技術上の知識と経験の蓄積である」とあ
る（6）。ちなみに、同書の他の個所にはrノウハウはフランチャイザーの事業
上のシステムと方法であり、契約の期間中、必要な度ごとにフランチャイ
ジーに提供されるものである」（7〉との説明もある。っぎに、これは定義では
ないが、シャノンの著書には、rフランチャイズ化された事業の運営に関す
るすべての価値のある情報は、商業上のコンテキストにおいては、ノウハウ
といってよい」という説明がある（8）。
　さらに角度をかえて、現実の契約書に記載されているノウハウの定義をみ
てみよう。この種の定義は、当該の契約に特有な用語として使われるので、
ノウハウの一般的な定義を下したものではないが、なおかっ参考になると思
われる。典型的な一例としてマクドナルドのフランチャイズ契約書における
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定義を引用すると、rノウハウとは、マクドナルド方式の一切の秘訣、秘伝
その他特別に技術的価値を有する情報ないし知識（これが文書または図面に
化体された場合には文書および図面を含む）、およびこの情報ないし知識を
利用した特別の技術による生産販売方式およびこれに準ずるものをいう」と
ある。ちなみに、ここで言われているrマクドナルド方式」には別の定義が
あり、rマクドナルド方式とは、顧客に対し良質な飲食物を清潔で健康的な
雰囲気のもとに迅速に提供することを目的とした専門的レストランの方式を
い（う）」とされている。
3　ノウハウの内容
　以上はノウハウの定義という抽象論であるが、っぎに、より具体的に一体
どういうものを指してノウハウといっているのか、例示されている実際の例
をみてみよう。フランチャイジングに則して書かれた文例をみると、ノウハ
ウの例として、シャノンは、チキンやピザをっくるためのレシピ、女性のや
せる方法、ファッショナブルな衣服のつくり方、自動車の防錆技術、フィル
ムの新しい焼付方法といったものを掲げている（9〉。メンデルソーンは、組織
のっくり方、商品化の仕方、経営の仕方、仕事の仕方、営業上の秘密、ある
種のフォーミュラ等をあげているqo）。両者の例示を対比すると、前者にくら
べ後者の方がより広範かっ抽象的である。
　他方で、ノウハウという観念は、フランチャイズの本質にかかわるものと
しても登場する。世界の有力なフランチャイズ協会は、フランチャイズやこ
れに関係する用語について定義を下しているが、これをみると、ノウハウの
意味は、具体的・個別的なもののほか、抽象的・包括的な意味も含んで使用
されているように思われる。すなわち、社団法人日本フランチャイズチェー
ン協会によると、rフランチャイズとは、（中略）営業の象徴となる標識、お
よび経営のノウハウを用いて、同一のイメージのもとに商品の販売その他の
事業を行う権利（後略）」だとされている。国際フランチャイズ協会（lnter－
national　Franchise　Association）のフランチャイズ・オペレーションの定
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義には、rフランチャイザーは、ノウハウおよび訓練の分野にっいて、継続
的な利益を維持・提供し」云々とある。ヨーロッパ・フランチャイズ連盟が
制定した倫理綱領のなかにあるフランチャイジングの定義をみるとrフラン
チャイジーに対して、フランチャイザーの（中略）ノウハウ、ビジネス上技
術上の方法、仕事の方法、およびその他の工業所有権や知的財産権を使用す
る権利をあたえ、義務を負わせるものである」とある。
　さらに、日本フランチャイズチェーン協会の倫理綱領には、「フランチャ
イザーは（中略）経営のノウハウの研究開発に努め（以下略）」とある（6
項）。これは、ノウハウをr過去の経験及び実績」（1項）に求めるというよ
りも、将来に向けた努力目標としてみるものであって、ノウハウは、フラン
チャイズを構成する要素となるとともに、理念的な色調をおびて使われてい
る。
4　小括
　以上により、若干のまとめと問題の提起をしておきたい。フランチャイズ
・システムにおけるノウハウの中核をなすものは、技術・知識・経験等の蓄
積であり、時には秘訣・秘伝といわれるものを含むものであって、大きくと
らえれば情報の集合だといえる。しかし、そこでいう情報は、具体的・技術
的にとらえるべきか、抽象的・理念的にとらえるべきかが問題である。これ
を分析していくと、情報の目的は何か、有効性をどうとらえるのか、特定は
どこまで可能か、秘密の情報に限られるのか、といった課題を生ずる。さら
に、法律的な視点からは、法的保護の可能性の程度、方法、工業所有権との
関係が問題になる。ひいては、過去において開発され特定された技術に限る
のか、将来の開発の期待も含むのかといったことも検討しておく必要がある。
　次項では、これらの問題について順次考えて行くことにしたい。
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ニ　ノウハウの内容
　前節で行ったように、フランチャイズ・システムにおけるノウハウの意味
を検討してみると、幾っかの問題に行きあたる。以下では、これらの問題を
検討することにより、フランチャイズ・システムにおけるノウハウの内容に
っいて考えてみる。
1情報性
　フランチャイズ・システムにおけるノウハウの内容として、もっとも典型
的なものは商品の製造や加工上の技術である。例えば、フライドチキンの揚
げ方とか、ラーメンの作り方というのは製造や加工に関する技術的なノウハ
ウである。これは、いわば狭義のノウハウの概念に相当するものであり、い
かにもノウハウらしいノウハウであって、技術的な高ささえあれば、誰もが
異論なくノウハウとして認めるものである。
　しかし、フランチャイジングにおいてノウハウといわれる場合、その意味
はもっと広い範囲のものを対象にして使われている。まず、ノウハウ上の技
術には、製造・加工の技術のほか、商業ないし営業上の技術も含まれる。例
えば、特売や販促の仕方、商品の陳列方法、売れ筋商品の見分け方、顧客リ
ストの交付といったものである。これらは、商業上の秘訣ともいわれる一種
特有のハウ・ツーであって、工業的な技術とは異なるものである。
　また、ノウハウの提供方法について分類すると、フランチャイザーが提供
した情報をフランチャイジーに技術的に修得させることをもって、ノウハウ
を授与したという場合と、情報を単にフランチャイジーに提供するに止まる、
あるいはフランチャイジーがアクセスすれば情報を得ることができるように
なっていることをもって、ノウハウを提供したという場合とがある。例えば、
前者は、独特な料理のっくり方を実習で学んだり、情報機器の独自の使い方
を研修で修得するような場合であり、後者は、コンビニエンス・ストアにお
ける売れ筋商品の情報やそれらに対する各種の分析結果をフランチャイザー
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がフランチャイジーに提供するような場合である。
　他方、フランチャイザーが独自の技術を有し、これにもとづき準備した制
度を利用できることを、フランチャイズ・システムがノウハウを有するとい
うことがある。たとえば、フランチャイザーがフランチャイジーの経営分析
や経理処理等を独自の方法で行い処理するサービスを提供するようなケース
である。また、フランチャイザーが開発した独自性のある商品をフランチャ
イジーが取り扱えることをもって、フランチャイズ・システムにおいてノウ
ハウを有するということがある。たとえば、清涼飲料水の原液とか、料理用
のソースの提供をうけるような場合である。
　さらに、前記の通り、ノウハウは、過去の経験や知識の蓄積として語られ
るとともに、将来において研究開発に努めるべき理念ないし目標としてとら
えられることもある。後者は、ノウハウの意味を狭くとらえるときは含合さ
れるものではないが、フランチャイズ・システムは長期問継続するものであ
り、将来の市場の変化に対応することがフランチャイザーの重要な役割であ
ることも確かであるから、ノウハウという用語の使用方法の一っに入れてお
いてもよいのではないかと思われる。
　以上の通り、フランチャイズ・システムにおいてノウハウというときは、
物品の製造技術に関して使われるときのように、具体的で厳密な使用法もあ
るが、その反面で相当広い意味を持って使われていることもあり、さまざま
なケースが存在することを示している。
2　有用性
　ノウハウには、ビジネス上の有用性がなければならない。っまり、産業上
で（フランチャイジングに則していえば、フランチャイズ店を経営する上
で）利用できる有益な情報でなければならない。ここで有益とは、一般には
入手しえない独自の特殊な情報であって、（フランチャイズ等の）ビジネス
を行う上で使われ、または使われる可能性があることである。この点は程度
問題であるので、限界的な事例になると判断が難しい。
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　フランチャイザーがノウハウをもっていないのではないかという主張は、
訴訟事件において提起されたことがある。まず、ドクターリフォームチェー
ン事件が発生したqD。この事件のフランチャイズ・システムは衣類の仕立て
直しに関するものであったが、ここに加入したフランチャイジーからノウハ
ウに値するものがないという主張があらわれてきた。フランチャイジーの主
張によると、フランチャイザーがフランチャイジーに教えたのは単なる寸法
直しの技術であり、デザイン等の必要な技術は教えなかったし、r早解き、
早縫い、早仕上げ」等にっいては独自の技術はなかったという。
　結論からいうと、この事件の裁判所は、フランチャイジーの主張を認めな
かった。フランチャイザーは、長年にわたりリフォーム店を開業し、多くの
技術を開発してきたので、r独自の技術」があったという。もっとも、それ
らの技術のなかには、フランチャイジーが既に知っているものも含まれてい
た。しかし、そのことをもって直ちにr独自の技術」がないとはいえないが、
rおよそ洋裁を学んだことのある者にとっては全くの常識となっているよう
な場合は、これをもって（中略）独自の技術ということはでき（ない）」と
いう。
　っぎに大蔵フーズ事件がある圃。フランチャイジーであった原告が、フラ
ンチャイザーに対して、r被告には、何ら経営ノウハウと呼べるものはな
（かった）」として損害賠償を請求した。裁判所は、原告主張の経営ノウハ
ウとは具体的にいかなるものを想定しているか明らかではないが、r被告は、
本件チェーンの店舗の経営にっき、それなりのノウハウを有し、一定の業績
をあげていたことが窺われ（る）」として、原告の主張をしりぞけた。ちな
みに、この場合のノウハウは、個々の技術的なノウハウというよりも、もっ
ぱら、店舗の経営の独特な方法といったものを指しているもののようである。
　同じ知的財産権であっても、特許権等は客観的にみて一定以上の技術的水
準をクリアしているものであることが要請される。ところがノウハウの場合
は微妙である。後述する通り、不正競争防止法等を適用する場合は、客観的
な有用性を必要とするとされている。しかし、契約の対象として債権的な保
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護をあたえるに止まる場合は、必ずしも客観的なレベルの高さは要求されず、
相手方（フランチャイジー）にとって、金銭を支払って獲得するに値する価
値のあるもの（worth　paying　for）であればよい㈲。いいかえれば、「フラ
ンチャイズ・ビジネスを行うのに関連して、価値ある情報ならば、すべてノ
ウハウとして与えることができる」（同）。とはいえ、上記の判決が言うとお
り常識にすぎないようなものでしかないにもかかわらずr独自の技術」を
持っていると宣伝すれば、詐欺に該当することもありうるのであって、客観
的な有用性がまったくなければ、主観的にも有用性が認められるはずはない
とも考えられる。
　これに関連して、もう一っ問題になるのはノウハウの希釈化の問題である。
ノウハウは、フランチャイズ・システムにはじめて加入した人に対しては、
眼あたらしく新鮮なものにうっる。ところが、一旦獲得して自分のものに消
化してしまうと、もはや教わるものがなくなってしまうということがある。
こうなると、フランチャイジーにしてみれば、提供してくれるものが何もな
いのに対価を支払わなければならないと感じて不満を持っに至る。しかし、
フランチャイザーに言わせれば、r教えてもらったことをあたかも以前から
知っていたようにいっているにすぎない」（ドクターリフォーム事件のフラ
ンチャイザー側の主張）ということになる。
　私は、この点は、ノウハウの提供が初期の段階でしか行われなかったとし
ても、その時点でこれを獲得することにより、フランチャイズ店の経営がで
きるようになった以上、ノウハウはフランチャイズ契約の存続期間中使用さ
れっづけているとみるべきだと思う。
3　秘密性
　っぎに、秘密性とノウハウの関係について考えてみる。産業上の有用な情
報であって、秘密に管理されているものはトレード・シークレットといわれ
る。たしかに秘密裏に管理されているノウハウは、フランチャイジングにお
いても強力なカを発揮する。例えば、コカ・コーラの原液のようなもので
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ある。これは19世紀末に発明されたものであるから、おそらく科学技術的に
はそれほど高いレベルにあるとは思えないものであるが、秘密性を保っこと
によって絶大な価値を維持している。これはトレード・シークレットである
とともに、むしろ、そのことによりノウハウになっているというべきであろ
う。
　したがって、ノウハウとトレード・シークレットは重なりあうことが多い
が、ノウハウは常に秘密であるとはかぎらない。例えば、熟練による情報の
伝達等は必ずしも秘密の性格を持っていないし、日々伝達される売れ筋情報
等の場合は、それほど長期間価値が維持されるわけではないので、秘密性は
あまり強くない。料理のっくり方とか、店舗におけるサービスの仕方なども、
研修や実地訓練などの経験を通じて得られる面が強く、秘密に管理されてい
るとは限らない。
　以上によれば、全てのノウハウが秘密性を持っわけではないが、秘密とさ
れるノウハウもある。秘密性があれば、経営上も法律上もノウハウの力は強
くなってくる。さらにノウハウによっては、秘密性がないとノウハウとして
の有用性を発揮できないというケースもある。これらに関する法律問題につ
いては後に述べることにしたい。
4　特定性
　ノウハウを実施する際、その内容を特定するのが困難なことがしばしばあ
る。例えば、ノウハウのなかには、文書化して表現するのに難しいものがあ
る。特に商業上のノウハウにはそのようなものが多い。例えば、営業上の秘
訣は、微妙なところまで文章化しにくく、あえて表現してもごく通俗的な文
章になり、真意は伝わり難くなってしまう。さらに、ノウハウに秘密性があ
るときは、文書化を回避しようとする動きがでてくる。また、フランチャイ
ジングにおいては、上述した通り、単純な技術のノウハウから抽象的・観念
的な経営上のノウハウまでが対象となり、前者は特定しやすいが後者は特定
しにくいという状況もある。
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　さらに、ノウハウには、時とともに内容の変わるものと変わらないものと
がある。例えば、コカコーラの原液の製造ノウハウは、長期間にわたってほ
とんど変化していないといわれる。これは、フランチャイズ・システムが発
足したときからノウハウをほとんど変えておらず、それで良いのだと判断す
るケースである。これに対し、ノウハウの内容を時代や社会の変化にあわせ
て変更したり、自らの創意と工夫により追加させたりするケースがある。例
えば、8番ラーメンの味は今まで何回も改訂してきたといわれているし、セ
ブンーイレブン・ジャパンの総合情報システムに関するコンピュータープロ
グラムは今までに5回改訂されている。このように、将来開発されるノウハ
ウが前提となる場合には、その内容を特定することが難しくなるのは当然で
ある。
　そこで、フランチャイジングの実務においては、ノウハウは、可及的に文
書等で特定するように努力するべきであるが、文書等では充分に特定できな
いことがあることも認めなければならない。特定が充分にできない場合は、
法律上の保護も充分に行われなくなる可能性がでてくる。しかし、ノウハウ
として機能を発揮し、相手方がその獲得を欲するものである以上は、これを
ノウハウの対象のなかに含めるべきだと思う。
　特定したものを定着化する方法としては、契約書や、それを具体化した細
則・施行規則、マニュアルや手引き、時には図面や写真等といった文書類に
よるのが普通であるが、フロッピー・CD－ROM・テープといった電気器具
等を使うことも考えられる。また、文書で特定することが難しくても、例え
ば、見本や模型を交付することで特定できる等、何らかの方法が存在すると
きは、可及的に特定化の努力をするべきである。
5　工業所有権等との関係
　ノウハウにっいては、そのなかに、特許権その他の工業所有権や著作権等
の対象になるものを含めるかどうかという問題がある。この点は、ノウハウ
という用語が使われるコンテキストによって違ってくる。権利を保護すると
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いう視角からすれば、特許法その他の各種の法律で保護されている以上、そ
れで充分で、他の法律構成を考える必要はない。その意味では、制定法の対
象になるものはノウハウに含ませる必要はない。
　しかし、例えば、日本フランチャイズチェーン協会のフランチャイズの定
義のなかにr経営のノウハウ」という用語がでてくる。この場合は、特許権
や著作権等も、もしもそれが存在しているとすれば含まれるのであって、フ
ランチャイズ店の経営に役に立っ独自性のある技術や知識等のすべてを対象
としてノウハウといっているのである。フランチャイジングにおいてノウハ
ウという用語が使われるときは、一般に後者の場合が多いので、普通の使い
方においては、工業所有権や著作権等を含めた意味でとらえられているので
はないカ・と思う。
　音通事件は、会員名簿の返還が問題になった事件であった⑳。一般に秘密
裏に管理された顧客名簿には財産的価値が認められており、その意味でノウ
ハウの一種といってよいが、この場合のノウハウは知的財産権としての性格
をもっている。ところがこの事件の場合は、名簿の所有権の存否が問題に
なったために、純粋なノウハウ上の問題としては論議されないことになって
しまった。当該の事件の処理としては、所有権の存在を根拠として、フラン
チャイザーに名簿の占有を認める判決が言い渡された。
6　ノウハウの法律的保護
　ノウハウには、法律上の権利として厚く保護される場合と、ほとんど保護
されない場合とがある。ノウハウの侵害に対する法律上の保護として、制定
法が適用される場合を整理してみよう。
　ノウハウが、特許権・その他の工業所有権や著作権等の知的財産権に関す
る制定法の対象になるものであるならば、ノウハウの侵害に対する保護は、
これらの法律によってあたえられる。一般的に言って、過去の侵害行為に対
しては損害賠償を、将来の侵害行為に対しては差止請求権を行使することが
できる。
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　ノウハウの内容がr営業秘密」に該当するときは、侵害行為の態様（不正
競争防止法2条1項4号～9号）に応じて、不正競争防止法上の保護があた
えられる可能性がある。ここで営業秘密とは、r秘密として管理されている
生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報で
あって、公然と知られていないものをいう」（同法2条4項）。法律上の効果
は、差止請求権（同法3条）、損害賠償請求権（同法4条）、信用回復措置請
求権（同法7条）の発生である。
　制定法上の各種の知的財産権に抵触しない場合であっても、ノウハウの内
容が重要であり、侵害の方法が悪質であるときは、民法の不法行為によって
保護される。ただし、判例になった実例はほとんどないのであって、よほど
悪質なケースでないと、不法行為による保護はあたえられないのではないか
と思われる。保護の内容はもっぱら損害賠償である㈲。
　このようにみてくると、ノウハウの制定法による保護は、ある場合は手厚
く行われるが、十分に行きとどかない事態も起こりうる。このため、契約法
による防御措置が重要になる。そこで実務上は、契約書上に様々の条項をお
き、ノウハウの侵害を防止しようとするわけであるが、未解決の問題も多い。
若干の問題を列挙すると、第一に、前述した通り、ノウハウの特定が充分に
できないおそれがある。第二に、契約による保護は、所詮、フランチャイ
ザーとフランチャイジーとの問題であり、原則的にいって、第三者に対抗で
きる事項ではない。第三者に対して、債権の侵害や不法行為による請求権を
主張することは大変に難しい。第三に、ノウハウが秘密にされているときは、
その内容は契約をするまでわからないという問題がある。
　ノウハウの内容は、他人に知れわたってしまえば価値がなくなってしまう
ことが多い。そこで、そのようなノウハウは開示に適さないという性質を
もっているし、一般に公開されることもない。このため、フランチャイズ契
約をする前に、秘密性のあるノウハウをどこまで開示できるかとか、ノウハ
ウの内容を契約上でどこまで表示できるかといった問題を生ずる。
　アメリカでは、契約をする前にある程度の開示を行うこととし、契約が締
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結されなかった場合でも、開示をうけた相手方が、そのような技術を自分で
使用したり、第三者に漏洩した場合には、開示者に対し、損害賠償金（違約
金）を支払わなければならないこととする、といったテクニックがとられる
ことがある。しかし、日本でそこまで行うことは今の実務ではほとんど無理
であろう。
　この問題に対しては完全な解決方法はないのであるが、フランチャイジー
希望者としては、契約前に当該のフランチャイズ契約書を分析し、かっ、フ
ランチャイズ店や研修等の実態をよく観察すれば、外形的な事象は把握する
ことができるし、開示されていないノウハウについても、大体の輪郭や内容
は想像がっいてくるのではないかと思う。その他、フランチャイジーにでき
る限り聴きただす等して、ノウハウの内容の把握にっとめるべきであるが、
それでもなおかっ自信が得られないときは、フランチャイズ契約の締結をさ
けるより仕方がないであろう。しかし、実際上は、上記の程度の調査で、だ
いたいの事柄はっかめるのではないかと思われる。
三　ノウハウの意味
1　重畳的な構造
　以上のようにみてくると、フランチャイズ・システムにおけるノウハウに
は、広義から狭義まで、さまざまなものが含まれていることがわかる。情報
の内容からみると、物の製造に関するものから、商業上経営上のものまであ
る。有用性においては、程度の高いものから、それほどでもないものまであ
る。秘密性においては、トレード・シークレットといえるものから、訓練を
通じて獲得されたり、すぐに消えてしまうために、秘密性にはさして重要性
のないものまである。特定性においては、明確に特定できるものから、特定
が難しいものまで存在する。権利性においては、法的に強い保護のあたえら
れるものから、第三者に対抗できないものや、強制力のないものまで、あら
ゆるレベルのものが包含されている。フランチャイズ・システムにおいては、
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ノウハウは、それが使われる文脈によって、さまざまな意味が持たせられて
いるのである。
　さらに、見方を変えると、フランチャイズ・システムにおけるノウハウは
重畳的な構造をもっているということがある。例えば、ハンバーガーのフラ
ンチャイズ・システムにおいて、ミンチのつくり方、パンの選び方、ハン
バーガーの焼き方等については、それぞれにノウハウが存在するが、これら
多数の技術があわさって単一の製品であるハンバーガーができあがる。そこ
で、そのような独自の味覚をもっハンバーガー自体も、当該のシステムのノ
ウハウによって作られたと観念することができる。しかも、さらにいうと、
フランチャイズ店を経営するためには、ハンバーガーを作るだけでは足りな
い。各種のハンバーガーの取り揃え方、原材料の仕入れ方、設備の設置の仕
方、内外装の工事の仕方、その他諸々の多くのノウハウの集積が必要である。
これらの全体を包括していくと、フランチャイジングにおけるノウハウとは、
ほとんどフランチャイズ・パッケージに近づいてくる。経営のノウハウとい
う用語が使われる場合は、そのようなひそみで使われることが多いと思われ
る。
　全体的・包括的にとらえればとらえるほど、個別的には程度の低いノウハ
ウまで広く包含されてくる可能性があるが、法律的に処理しようとするとき
には、ノウハウの特定が難しくなるし、独創的な技術・知識・経験とはどこ
までの範囲を指すのかが判別しにくくなる。これと反対に、個別のノウハウ
を問題にするときは、比較的特定がしやすく、その点では法律上で権利の保
護を獲得しやすくなる。ただし、その反面で、その余のノウハウについては、
権利侵害に対する防御に漏れがでてきてしまう。そこで、実務としては、こ
のような特性をもっノウハウにっいて、どの部分をとりだして契約上の処理
をするか、訴訟上の請求をするかという判断の問題が生じてくるわけである。
2　ノウハウの意味
このように重畳的に重なりあって存在するノウハウの全体を視野に入れて、
一86一
フランチャイズ・システムとノウハウ
ノウハウの意味を広くとりながらまとめてみると、フランチャイズ・システ
ムにおけるノウハウとは、あるタイプの店舗（当該のシステムにおけるフラ
ンチャイズ店）の営業にとって有用な特定の情報であって、フランチャイ
ザーが保有し、フランチャイジーにあたえられるものであるといえる。
　若干の説明を補っておくと、まず、ここでいうノウハウの内容は、フラン
チャイズ店の営業をするための情報である。ビジネス・フォーマット型のフ
ランチャイジングにおいて、フランチャイザーは、フランチャイジーに対し、
自らのコンセプトにもとづくフランチャイズ店の営業をするための情報を提
供する。この一部がノウハウの内容になる。この情報には、例えば、技術に
関する情報とか、顧客に関する情報とか、個人的な知識・経験・熟練等と
いったような無形物の場合と、店舗設計用の図面、見本、規格書、飲食店に
おけるレシピ（recipe調理用の処方）、顧客名簿といったような有形物の
場合とがあり、さらには、各種の工夫（device）、装置やシステムの使用や
その方法の伝授といったような有形物と無形物が混合している場合がある。
　個別のノウハウは、さらに組みあわさって、より高次のノウハウを構成す
る。フランチャイズ・システムにおいて、フランチャイザーがフランチャイ
ジーに提供するビジネス・プログラムをフランチャイズ・パッケージという
が、フランチャイズ・パッケージの重要な部分はこのようなノウハウによっ
て成りたっている。のみならず、フランチャイズ・パッケージは、それ自体
として有機的なシステムをっくっているので、これを一個の単位とみれば、
フランチャイズ・パッケージそのものを経営ノウハウということもできる。
　つぎに、フランチャイズ・システムにおけるノウハウは、フランチャイズ
店の営業にとって有用なものでなければならない。ここでの問題は有用性の
程度にある。程度の高いものをノウハウというのは当然であるが、さして程
度の高くないものの場合は、どこまでを指してノウハウというべきかが問題
である。ノウハウは、フランチャイザーがフランチャイジーに授与するもの
であることからすると、フランチャイジーが対価を払って、その獲得を欲す
る価値があるものであればノウハウといえると考えられるが（前述）・それ
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にしても、あまりにも実力のないフランチャイジーが欲したものだからと
いって、ノウハウ性を認めてよいかどうかは問題である。この点は、少数の
フランチャイジーではなく、多数のフランチャイジーを基準にしてクリアし
た時に有用性があるといってよいと考える。
　秘密性についてはどう考えるべきであろうか。前述したように、フラン
チャイズ・システムにおいてノウハウといわれているものには、秘密性が存
在する場合と存在しない場合とがある。法律的見地からすると、秘密性が保
たれているときは、不正競争防止法における営業秘密に該当して保護される
可能性があるが、秘密性のないノウハウは、法的に保護される可能性が低い。
しかし、それにもかかわらず、フランチャイズ店の営業のために有意義な情
報であれば、フランチャイジーとしては、これを獲得することを欲するので
あり、そうであればノウハウとして契約の対象になりうるし、第三者に対し
ても不法行為責任を問えることがありうるのであるから、秘密性がない場合
であってもノウハウのなかに含まれ得ると考えるべきである。
　ノウハウの特定は、充分に可能な場合と、不可能な場合や困難な場合があ
る。後者の場合としては、例えば将来開発されるべきノウハウのように、も
ともと正確には特定できるはずのない場合や、フランチャイズ・パッケージ
をノウハウという場合のように、あまりにも多くの内容を包含するので特定
が難しい場合がある。さらには特定はできるけれども、企業秘密にかかわる
ので書面化をさけたい場合や、ある程度の特定はできるが、図面化や書面化
には限度があるという場合もある等、各種のケースがありうる。それにもか
かわらず、これらはいずれも広い意味ではノウハウに含まれるとみるべきで
ある。ただし、特定のできない場合は、法的保護が受けにくいことになる。
おわりに
以上の通り、フランチャイズ・システムにおいては、ノウハウという言葉
は、最広義の意味で使われるので、そのすべてが充分な法的保護を受けると
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は限らない。また、法的保護といっても、制定法等による保護を受けられる
場合と契約法上の保護に止まる場合とがある。しかし、ノウハウの侵害に対
して充分に法的保護が得られない場合であっても、それがフランチャイズ・
システムを成りたたせる要素になっており、かっまた、一般のフランチャイ
ジーにおいて、その獲得を求めるものである限り、フランチャイズ・システ
ムにおいては、ノウハウというに値すると思われる。
〔注〕
（1）紋谷暢男・無体財産権法概論13頁。
（2）小野昌延・無体財産権法入門37頁。
（3）吉藤幸朔（熊谷健一補訂）・特許法概説48頁。
（4）光石士郎・特許権法詳説（新版）110頁以下。
（5〉ちなみにノウハウをこのように大変に広い意味でとらえる見解として、
　外国で下されている定義を一・二引用しておくと、例えば、アメリカの文
　献として、L．B．Curzon，Dictionary　of　Lawは「何ごとかをなしとげる
　たあの知識、熟練した技術」という定義を掲げているし、フランスの文献
　としてTermes　Juridques研究会訳・フランス法律用語辞典はSavoir
　faireの項に、「ノウ・ハウ」として「製品の製造、製品もしくはサービ
　スの商品化およびそれらを行う企業の資金調達の方法を内容とする知識を
　指す」という定義が書かれている。この二っの定義は、秘密性を要件とし
　ていない。
（6）Jhon　N．Adams　and　K．V．Prichard　Jones，Franchising，pユ56．
（7）Adams　and．Jones，ibid．p．413。
（8）D＆vid　Shannon，Franchising　in　Australia，p．73．
（9）　David．Shannon，ibid．．p．72。
（10）Martin　Mendelsohn，The　Guide　to　Franchising・（fourth　edition），
　P．7。
⑪　ドクターリフォームチェーン事件（大阪地判．昭61．9．29判タ622号116
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　頁）。
⑰　大蔵フーズ事件（大阪地判．平2．11．28判時1389号105頁）。
q3）　Shannon，ibi（1．p．72．
面　音通事件（京都地判．昭62．7．9判タ668号172頁）。
㈲　私は、民法709条の要件とは別に、不法行為による差止請求権も存在し
　うることを主張しているが（白鶴大学論集7巻2号）、現在の通説はこれ
　を認めていない。
〔付論〕大手コンビニエンス・ストアの経営ノウハウ
はじめに
　フランチャイズ・システムにおけるノウハウの内容は、それぞれのシステ
ムによって違っている。したがって、その最大公約数をとり全体を抽象化し
てしまうと、通俗的な表現になって独創性のないもののようにみえてしまう。
そこで、フランチャイズ・システムにおけるノウハウの意味を探求するには、
全てのシステムをおしなべてみるよりも、個別のシステムを探ってみた方が
分かりやすい。
　ここでは、もっぱらセブンーイレブンのシステムを題材にとって、大手の
コンビニエンス・ストアの経営ノウハウの中心的な部分を検討してみたい。
セブンーイレブン・ジャパン社は独創性に富んだ企業であって、経営ノウハ
ウのかたまりのようなシステムを開発してきた。その成果は、創業後25年で
末端売上高1兆7千億円を実現し、高い利益率を上げてきたことに示されて
いる。その意味で、フランチャイズ・システムにおけるノウハウの問題を解
明するのには最適のケースではないかと思われる。
1　セブンーイレブンの経営ノウハゥ
セブンーイレブン・ジャパン社は、有効性のある経営ノウハウを有してい
ることで著名であるが、このノウハウは一朝一夕に得られたものではない。
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　同社は昭和49年に創業したが、創業者達はその前年からアメリカに渡って
いた。同地でセブンーイレブンを主宰するサウスランド社の研修を受け、同
年rエリア・サービスおよびライセンス契約」を締結した。ライセンスや研
修等により伝授されたのは、①鮮度管理、品揃え、クリーンネスを中核とし
たコンビニエンス・ストアのコンセプト、②荒利分配方式に基づく会計制度
等の経営システム、③セブンーイレブンという商標の使用許諾の3点をポイ
ントとするものであった。
　この3点の基本的な仕組みの重要性はその後も継続されているが、サウス
ランド社から導入されたノウハウは、実務上のベースでみると、後にほとん
どが日本の実情に合わせて手直しされ、セブンーイレブン・ジャパン独自の
システムに構築しなおされていくのである。この間の経緯をみると、日米の
風土の微妙な差異が感じられる。
　例えば、コンビニエンス・ストアのコンセプトも若干変容してくる。上記
①の通りサウスランド社は上述の3原則によってこれを構築していたのであ
るが、日本では、これにフレンドリーサービスをっけ加えた。フレンドリー
サービスはサウスランド社でも重要視されている項目であったが、チェック
と判定が難しいことから基本原則に入れられていなかったものである。日本
ではこれを生かして4原則とされてくる。
　一般的にいって、アメリカのコンビニェンス・ストアは直営指向が強く、
セブンーイレブンのようにフランチャイジングで行うときもターン・キー・
システムで行う傾向にある。ところが、セブンーイレブン・ジャパンは、地
元の不動産と資本を活用するフランチャイズ・システムを構築するとともに、
酒販店を中心として開発を行い、ある種のコンバージョン型のシステムを大
巾に取り入れたのである。そのために、加盟店を開発するリクルート・
フィールド・カウンセラー（RF　C）と呼ぶ役職を設置することになったが、
これはサウスランド社には存在しないものであった。
　新店舗を出店させる際の調査内容も、サウスランド社に比べ、セブンーイ
レブン・ジャパンははるかに詳細に分析しはじめた。店舗の出店場所の選定
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方法は、約650に及ぶチェックポイントに照らして行われている。出店エリ
アは限定され、店舗を一定の地域に集中させる方式が取り入れられた。これ
をドミナント方式（地域集中出店方式）というのであるが、これにより、配
送コストの軽減、経営指導等のサービスの増加、集中的な宣伝・広告量の投
下、地域密着イメージの実現等がはかられた。店舗の配置にっいてのドミナ
ント方式はサウスランド社でも行っていたが、セブンーイレブン・ジャパン
の場合ははるかに強く徹底して行うものであった。
　商品の仕入れ・欠品問題や配送の問題でも、日本的な特色があらわれてき
た。コンビニエンス・ストアが出現したとき、最初に問題になった大きな
テーマの一っが配送問題であった。当時の流通業界においては、商品は問屋
によって比較的大きな単位でまとめられた上、それぞれの店舗に届けられて
いた。これは要するに問屋を中心としたシステムであったが、コンビニエン
ス・ストア側からみると、定められた時間に、多数の小口の商品を一度に配
送してほしいという要請がでてくる。これに答えるため、ベンダー（問屋）
が集約され、商品を配送センターに集結させ、店舗ごとに一括して配送する
システムが実現した。こうして多品種・多頻度・小口配送を確立し、商流と
物流を分離するという政策が打ち出されていったのである。
　っいで焦点になったのがコミュニケーションやトレーニングやコンピュー
タ化といった情報化に関するテーマであった。これを追及するために、フラ
ンチャイズ会議の開催やオーナートレーニングの実施、コンピュータの大規
模な活用といった課題がっぎっぎにこなされていき、っいに、日本型コンビ
ニエンス・ストアが構築される。この間の年月は、いわば世界一流のネット
ワークを完成させ、最高の合理化と経営ノウハウの集積をするための期間で
あった。
　以上の通りセブンーイレブン・ジャパンの経営の仕方には時代ごとに違い
がある。次に、同社のフランチャイズ・システムの経営ノウハウのうち・外
部からみて最も理解し易いと思われる情報機器の設置とその使用状況につい
て説明したい。
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2　情報機器の設置
　経営ノウハウは、経営上の秘訣のことだといわれることがある。秘訣とい
うと、個人が長年の経験から得られた能力や勘を想起し、ソフト面を中心に
考えられがちである。しかし、数千に及ぶフランチャイズ店の経営を指導す
るには、個人的な資質に基づく能力や勘から脱皮して、フランチャイジーな
ら誰でも使いこなせる科学的なシステムにすることが必要である。そのため
に、ソフトもできる限りマニュアル化し、理解しやすいものにまとめるとと
もに、ハード面でも合理的なシステムを設計し、設備や機器を充実させ、ト
レーニングを行って、システムの使用法をマスターさせるのがよい。セブン
ーイレブンのシステムは、この方法をもっとも発達させたものといえる。
　基本的なところから述べると、店舗にはP　O　Sレジスターが置かれている。
これは清算機能を営むレジスターにP　O　S機能を付加したものである。周知
の通り、P　O　Sとは、Point　of　Saleの略で、販売時点管理と訳されており、
店舗における商品の発注、仕入れ、検品、顧客情報など、小売店の営業にか
かわる情報を販売時点で把握し、これを整理して活用するためのシステムで
ある。
　もう一つの端末機器はスキャナー・ターミナルである。これは、納入商品
や陳列位置などを読みとる検品用の端末機であるが、鮮度管理や補充品の管
理等のためにも有用な機能をいとなむ。
　これらの設備から得られた情報は、ストア・コンピュータを経て本社のホ
スト・コンピュータに蓄積される。ここでは、P　O　Sデータ、発注データ、
販売データ、会計データ、双方問い合わせ情報など、各種の情報が集積され、
目的に応じて加工された上で、本部・地方事務所・店舗等の端末機にフィー
ドバックされる。特に本部は、これに基づき、加盟店へ店舗経営・販売促進
等のコンサルティング・サービスを行ったり、情報を整理して提供したり、
会計簿記サービスを行ったりする。このネットワークは、通信衛星とI　S　D
N（総合デジタル通信網）を使って統合したものであって、世界最大規模と
いわれる。
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　このようなシステムに裏づけられて・店舗では、ストア・コンピュータが
機能する。ここでは個々の商品につき、販売、売り切れ、在庫等のデータが
リァルタイムで通知され、通信衛星を通じて、天気情報、催事、キャンペー
ン、CMなどの情報が動画や静画などで詳細に提供される。
　もう一っ、オーダー・ターミナルという手持ち型の発注用パソコンがある。
ここには、天気予報、陳列方法、販売動向や季節・催事に応じた重点商品の
情報などのアドバイス情報が表示される。フランチャイジーはこれに基づい
て発注作業を行う。
　他方、店舗へは本部からオペレーション・フィールド・カウンセラー（O
F　Cといい、他のフランチャイズ・システムでは通常スーパーバイザーと呼
ばれる）が来訪する。彼らは発注状況、POS情報、商品情報などを確認す
るためのO　F　C携帯パソコンをもっており、これによりフランチャイジーに
タイムリーなアドバイスを行う。
　以上は本部と店舗との間の情報ネットワークであるが、もう一つのネット
ワークとして、店舗一本部一ベンダー一メーカーとっなぐネットワークがあ
る。この中核をなすのはE　O　S（electronic　ordering　system）である。
店舗の端末機から発注されたデータは本部のホスト・コンピュータが受け取
り、ここを経由して配送センターやベンダー、さらにはメーカーや運送業者
等に伝達される。これにより、迅速・正確で省力化された受発注作業が行わ
れる。このシステムは、物流の合理化や商品開発等にも有用な役割をはたす
ことになる。
3　経営ノウハウの使用
　このようにして設置された情報機器は、フランチャイジーによって使いこ
なされなければならない。情報は使い方の創意工夫によって生きも死にもす
る。この点にこそノウハウの中核部分があるわけであって、簡単な文章では
到底記述できるものではないが、若干の基礎的な説明をする。
　基本的な使い方の一っは、売れ筋商品と死に筋商品を見分けることにある。
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そのためには、商品の個別の種類や部門ごとに、売上量（額）を、期間別、
時間別、客層別（年代、性別）等に分類し、ひいては店舗別、地域別、関連
商品別等に分析していく。こうしてデータを活用し、例えば、商品の配送時
間をにらみながら発注数量を調整したり、ピーク時間にあわせて商品を入れ
かえたり、商品の地域的な販売特性を分析して品揃えをしたりする。これら
の結果、年間で店舗内の商品の60～70パーセントが入れかわるといわれる。
　このような技法を単品管理といい、いまや外国語にもなっている言葉であ
るが、この技法は、店舗内における商品の棚割りにも利用できる。商店内の
棚にも、それぞれの特性がある。棚の上・中・下段、平棚の位置や面積、店
舗の入口と奥、ショーケースや冷凍ケース等、それぞれ性質は異なる。これ
を単品管理の手法に基づき、顧客心理、品質管理、売上額（量）とスペース
の関係、数量とスペースの関係など、様々の角度から分析し、店舗内の棚に
商品を配列する合理的な方法をあみだしていく。その結果は、コンピュータ
の画面に視覚的に表現して伝達され、現場ではその通りに配置していくこと
になる。
　コンビニエンス・ストアにとって、チラシの配布は最も重要な販売促進の
手段である。ここに何の商品を掲載するか、価格はどのように設定するか、
どの地域にいつ配布するか等は、単品管理のデータが元になっている。季節
・転向・催事に合わせる等、他のデータと組み合わせて検索することも可能
であり、その利用範囲は広い。
　コンピュータ化は、事務や作業量の軽減ももたらす。検品作業の省力化に
役立っことは当然であるが、税務会計の専門家の助力により、フリー検品に
移行するところもでてきている。さらに、コンピュータ化は、記帳のみなら
ず、財務諸表の作成にまで及んでいる。
　セブンーイレブン・ジャパンがフランチャイジーに提供している経営ノウ
ハウの中核に位置するのはr総合店舗情報システム」である。これは過去5
回にわたって改革されてきた。
　r第1次店舗システム」は、発注端末機を導入したのが始まりで、1978年
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に作られた。それまでは膨大な量の事務を店舗や取引関係者が手作業で行っ
ていたのであるが、これを合理化してはるかに容易に処理することができる
ようになった。
　r第2次総合店舗情報システム」は、1982年にP　O　Sレジスターと発注用
の端末機を導入したことによりはじまった。アメリカで防犯対策用に役立つ
という程度の評価しかしない人もいたP　O　Sを、情報処理用に使用して絶大
な成果をあげることに成功した。
　r第3次総合店舗情報システム」は1985年から始まった。これはグラフ情
報分析コンピュータと双方向P　O　Sレジスターを使用するものであり、情報
機器はますます高度化していった。
　r第4次総合店舗情報システム」は、1990年に、グラフィック・オーダー
・ターミナル、スキャナー・ターミナル、ストア・コンピュータ、新型P　O
Sレジスターを導入し、NT　TのI　S　DNを使用することにより始まった。
これにより、はるかに進んだ情報分析が行われることになった。
　1997年からはr第5次総合店舗情報システム」が動きはじめた。これは、
600億円を投下して、第4次システムを発展させたものといわれ、映像や音
声などのマルチメディア技術を大巾に採用したものである。1，500名の本社
営業部員全員に携帯パソコンを配備する等のこともあり、従来のシステムに
くらべさらに使いやすいものができたというのが一般の評価である。
おわりに
以上では、コンピュータによる情報化を中心にセブンーイレブンの経営ノ
ウハウをみてきたが、同社のノウハウの内容は当然それだけで終わるもので
はない。むしろ注目すべきは、セブンーイレブンのノウハウの中に、POS
に頼りすぎるなというフレーズがあることである。これによれば、P　O　Sは
自社のことしかみえず、かっ過去のことしかみえないものであるから、常に
その限界を意識することが必要であって、この欠陥部品を補充するのは、ま
さにフランチャイズ関係者の持っているノウハウそのものであるという。こ
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れからすると、上記の記述はハード面をあまりにも強調しすぎたきらいがあ
る。
　こうしてみると、フランチャイズ・システムの経営ノウハウは、同義反復
と自己矛盾をおそれずにいえば、システムによって生みだされる情報であり、
フランチャイズ・パッケージそのものであるとともに、その反面で、システ
ムをっくりだしていくことも、運用していくこともノウハウの内容の一部で
あって、システムとノウハウは分かちがたくむすびっいているのである。
　セブンーイレブンのシステムは、さまざまの要素からなりたっており、そ
のすべてを文章で語りっくすことは不可能である。また、本稿のテーマに即
していうと、どこからどこまでがノウハウであると外延を画したり、その内
容のすべてを特定して記述することも不可能である。しかし、ともあれ、こ
れらのすべてを包括して、セブンーイレブンというシステムの巨大なフラン
チャイズ・パッケージが成立し動いているのである。
　セブンーイレブンのフランチャイズ・システムは、これまでに世界の小売
業界において初めてといわれる合理化とネットワーク化をなしとげ、巨大な
売上と利益をもたらした。このような経済的成果を得るに至った背景には、
長年にわたる独創的な工夫と冒険者的精神が存在していたが、その成果であ
るフランチャイズ・パッケージは、独特な方法によって開発された創作物で
あって、高い商業的価値を実現したものである。それは現在のフランチャイ
ズ・システムにおける経営ノウハウの最先端に位置するものの一つになって
いるといえよう。
　本稿は、セブンーイレブン・ジャパン社の創業時から現在に至る間に獲得
され開発されてきたノウハウについて考察してきたが、ノウハウの内容は今
後さらに変わっていくと思われる。
（注）大手コンビニエンス・ストアないしセブンーイレブンに関する文献と
　しては、川辺信雄rセブンーイレブンの経営史」（有斐閣）が有用であり、
　また、同書322頁には参考文献リストがある。本稿は、そのほか、特に柳
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巻3号、同rコンビニエンス・ストアと新流通革命」企業診断93年3月号、
同r流通革命と新流通革命一スーパーマーケットとコンビニエンスストア
の本質」白鶴大学論集5巻1号、同r経営戦略と組織の学習一ベンチマー
キングとアンチ・ベンチマーキングの実証的研究1事例研究、セブンーイ
レブンと任天堂一」白鵬大学論集12巻1号を参照した。さらに、本稿は資
料的には、セブンーイレブン・ジャパン社から発行されているrセブンー
イレブン・ジャパン1973～1991」（社史）、rセブンーイレブンの横顔」、
「セブンーイレブン・ジャパン1998会社案内」、「セブンーイレブン第5次
総合情報システム」I　Yグループ四季報57号を利用した。
（本学法学部教授）
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